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（億円）

9,796 △  969

顧客部門 8,179 △  131

市場部門・その他 1,617 △  837
△ 7,202 △  148

2,593 △  1,117
1,656 ＋ 1,636
1,889 ＋ 527
5,299 ＋ 1,148
4,164 ＋ 1,064

2,272 △  543
△ 1,958 ＋ 258

316 △  291
240 △  1,523

115 ＋ 78
351 ＋ 76
104 △  78

△ 217 ＋ 94

経費 （除く臨時処理分）

経常利益

＜2行合算＞

前年同期比

2017年度

第3四半期

その他子会社及び連結調整

経常利益

みずほ証券の株主に帰属する四半期純利益

＜親会社株主純利益　その他連単差＞

アセットマネジメントOne

＜みずほ証券＞

純営業収益

販管費

みずほ銀行主要海外子会社

みずほ信用保証

四半期純利益

実質業務純益

与信関係費用

株式等関係損益

業務粗利益

（億円）

14,361 △  1,229

3,479 △  1,609

1,694 ＋ 1,635

1,901 ＋ 523

6,445 ＋ 687

4,757 △  289

＜連結＞

2017年度

第3四半期 前年同期比

親会社株主純利益

連結粗利益

連結業務純益

与信関係費用

株式等関係損益

経常利益

*1: 連結粗利益－経費（除く臨時処理分）＋持分法による投資損益等連結調整

*2:  親会社株主に帰属する四半期純利益

*4:  ETF関係損益644億円（前年同期比+349億円）を含む

*2

収益の状況

*1

*2

決算の概要

*4

第3四半期の親会社株主純利益は4,757億円

年度計画5,500億円に対し86%の進捗

連結業務純益は、市場部門収益の減少を主因に

前年同期比減少したが、下期に入り非金利収支を

中心に顧客部門収益が改善

与信関係費用の戻入益や、株式等関係損益が

親会社株主純利益に寄与

*3

*3

*3:  前年同期の計数を2017年度管理会計ベースに組み換えて算出

（ご参考） ≪為替レート（公示仲値）≫ 2017/12末：１㌦=113.05円 （2016/12末：１㌦=116.53円）

*5

*5:  米国みずほ証券は2016年度第2四半期から、新光投信は同第3四半期からみずほ証券連結の対象外

*6

*6: みずほ証券連結（2017年度第3四半期）と米国みずほ証券（同）の経常利益の単純合算は448億円

みずほ証券連結（2016年度第3四半期）から新光投信（同中間期）を単純控除し、米国みずほ証券

（2016年2Q・3Q）を単純合算した経常利益の参考値： 729億円

*7

*7: 米国みずほ証券の当期純利益72億円を含む

*2
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18.3 18.7 18.5 18.9 18.1 19.0 18.8

20.3 20.7 21.4 21.4 20.9 21.7 21.8

11.8 11.8 11.6 11.3 11.0 10.7 10.4

51.7

4.4 3.5 3.1 2.2 3.9 3.2 2.4 2.3

15.3 18.4 19.1 19.2 17.8 19.1 19.2 20.7

70.2
73.2 73.8 73.1 71.9 73.9 72.8 74.8

14/9末 15/3末 15/9末 16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 17/12末

16/12末比 ▲0.4兆円

17/9末比 +1.9兆円

（参考）外貨預貸構造

バランスシートの状況

末残

（兆円）

貸出金残高
*1

2行合算

*1:  （株）みずほフィナンシャルグループ向け貸出金を除く 、銀行勘定
*2: 消費者ローン残高 *3: 中小企業等貸出金から消費者ローンを控除した金額

*4: BK（含む中国・米国・オランダ・インドネシア等現地法人） *5:  国内を含む
*6:  17/1Qに管理会計ルールを変更。変更前の計数は、16/3末:1,685億㌦、17/3末:1,798億㌦

末残

（億ドル）

BK、管理会計

総資産 208兆円（＋7.9兆円）

純資産

日本国債 14兆円（＋1.4兆円）

貸出金

有価証券

預金・譲渡性預金

その他負債

その他資産

81兆円

137兆円

35兆円

91兆円

9兆円

61兆円

連結貸借対照表（2017年12月末）

（＋3.2兆円）

（ ＋2.7兆円）

（＋1.9兆円）

（＋0.6兆円）

（＋0.5兆円）

（＋6.7兆円）

（）内は前年度末比

株式 4.3兆円（＋0.3兆円）

大企業等

中小企業

個人

政府等

海外

国内

*2

*3

*4

*5*6*5

外国債券 10兆円（＋0.3兆円）

16/12末

75.2

2,134 2,377 2,365 2,445 

1,291 1,671 1,759 1,744 

60%
70% 74%

71%

15/3末 16/3末 17/3末 17/12末

外貨貸出金 外貨顧客預金 貸出に対する預金の割合
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1.04 
0.97 

0.93 0.92 0.91 0.89 0.89 0.91 
0.82 

0.77 0.75 
0.71 0.70 

0.66 0.64 0.63 
0.59 0.57 0.54 0.52 0.51 0.50 0.48 0.48 

14/上 14/下 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/3Q

(%)
海外

国内中堅中小企業向け

国内大企業向け

49.6 50.7 50.7 51.5 50.0 50.7 50.9 51.0

14/上 14/下 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/3Q

847 882 900 932 923 941 960 1,021 

510 559 654 681 709 722 679 668 
259 264 

288 341 381 405 401 381 
1,616 1,705 

1,842 
1,953 2,013 2,068 2,040 2,070 

14/上 14/下 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/3Q

欧州

米州

アジア

前年同期比 +0.7兆円

貸出金の状況

17/上比 +0.1兆円

（兆円）

国内貸出金残高
*1

2行合算

*1:  （株）みずほフィナンシャルグループ及び政府等向け貸出金を除く 、銀行勘定

*2: 金融機関（ （株）みずほフィナンシャルグループを含む）・政府等向け貸出金を除く、国内業務部門

貸出スプレッド BK、管理会計

国内預貸金利回差 2行合算
*2

（億ドル）

海外貸出金残高 BK、管理会計

平残

平残

*3: BK（含む中国・米国・オランダ・インドネシア・マレーシア・ロシア・ブラジル・メキシコ現地法人）

*3

(%)

*4: 17/1Qに管理会計ルールを変更。14/上期～16/下期実績は変更後の管理会計ルール
に基づき算出

*4

*3 *4 

17/上比 +30億ドル

前年同期比 +3億ドル

1.14 1.10 1.05 1.01 
0.94 0.90 0.86 0.85 

1.10 1.05 1.01 0.98 0.93 0.89 0.86 0.85 
0.04 0.04 0.04 0.03 0.01 0.00 0.00 0.00 

14/上 14/下 15/上 15/下 16/上 16/下 17/上 17/3Q

貸出金利回 ･･･ a
預貸金利回差 ･･･ a - b
預金債券等利回 ･･･ b

16/3Q
50.3

16/3Q
2,067
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180 160 150 

1,440 1,450 1,500 

1,190 1,170 1,290 

1,620 1,450 1,310 

2,680 
2,620 2,670 

7,110 
6,850 6,920 

15/3Q迄 16/3Q迄 17/3Q迄

銀行（国内）

銀行（海外）

信託業務+アセマネ

証券業務

その他

620 470 500

1,020 1,060 1,080

460 300 240

580 790 850

2,680 2,620 2,670 

15/3Q迄 16/3Q迄 17/3Q迄

ソリューション関連
投信・保険関連
決済・外為関連
その他

非金利収支

*2: 保険、投資信託（除くMMF）、外貨預金の合計値

（兆円）

非金利収支（顧客部門） グループ合算、管理会計

（参考）投資運用商品
2行合算（左）

SCリテール・事業法人部門（右）

（参考）銀行（国内）非金利収支内訳 グループ合算、管理会計

（兆円）

（億円）（概数） （概数）（億円）

前年同期比

＋70
（為替影響控除ベース

： ＋120 程度）

*2

*1: 17/1Qより管理会計の対象会社の範囲を変更。
変更前の計数は、15/3Q迄:6,280億円、16/3Q迄:6,040億円

*1

0.53 
0.27 

0.40 

0.45 

0.28 
0.23 

5.86 
5.62 5.48 

15/3Q迄 16/3Q迄 17/3Q迄

保険販売額

投資信託販売額（除くMMF）

投資運用商品残高

0.81 0.74 0.86 

0.47 0.78 0.59 

0.87 0.58 0.84 

28.1 28.3

33.2

15/3Q迄 16/3Q迄 17/3Q迄

株式投信販売額

国内債券販売額

外国債券販売額

預かり資産残高
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△ 78 △ 267 △ 493

1,656△ 0bp
△ 3bp

△ 5bp

19bp

14年度 15年度 16年度 17/3Q迄

与信関係費用

与信関係費用比率

1.00 

0.82 0.84 

0.58 
0.54 

1.20%

1.00% 1.00%

0.70%

0.63%

15/3末 16/3末 17/3末 17/9末 17/12末

金融再生法開示債権

不良債権比率

財務の健全性（1）

（兆円） （億円）

金融再生法開示債権 2行合算 与信関係費用 2行合算

*1: 銀行勘定+信託勘定

*1 *1

*2: 与信関係費用/総与信残高

*2
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2.6年 2.5年 2.4年 2.5年 2.1年

13.8 14.4

7.8 6.9 8.5

0.7 0.6

0.6 0.6
0.6

2.6 0.5

1.7 2.0
3.3

17.2
15.6

10.2 9.6

12.5

15/3末 16/3末 17/3末 17/9末 17/12末

（兆円） 国庫短期証券

変動利付国債

中長期債

19,629 18,471 
16,875 16,294 16,153 

15/3末 16/3末 17/3末 17/9末 17/12末

21,321

16,039

18,387
19,774

22,905

441

1,365

211

△ 93

7
3,030

1,147

△ 750 △ 344 △ 306

24,793

18,551 17,848
19,337

22,607

15/3末 16/3末 17/3末 17/9末 17/12末

その他

債券

株式

15/3末比 △3,476億円

その他有価証券評価差額

財務の健全性（2）

（億円）

*1

*1: その他有価証券で時価のあるもの *2: 残存期間1年以内のものを含む *3： 除く変動利付国債

連結
純資産直入処理対象分日本国債残高 2行合算

取得原価ベース

平均残存期間 *3

株式残高 連結
取得原価ベース

（億円）

*2

*1

*1
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　　M&A公表案件 1位 151件

　　内外エクイティ総合 5位 シェア 11.1%

　　国内公募債総合 2位 シェア 18.9%

　　総合ABS主幹事 1位 シェア 34.4%

　　米州DCM 11位 シェア 3.8%

451

121 

52 

118 

69 

16/3Q 16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q

2,500 2,480 2,630 2,560 

3,240 

16/3Q 16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q

2,160 

5,580 

2,340 

5,020 

3,200 

16/3Q 16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q

  受入手数料 1,509 1,679 1,256 △  253 1,719

  トレーディング損益 1,248 1,248 856 △  391 821

  営業有価証券等損益 3 3 104 ＋ 101 104

  金融収支 55 221 55 △  0 294

  純営業収益 2,816 3,152 2,272 △  543 2,941

前年同期比

2017年度

第3四半期
（含む米国みずほ証券、

除く 新光投信）

2017年度

第3四半期

2016年度

第3四半期

2016年度

第3四半期
（含む米国みずほ証券、

除く 新光投信）

（参考）みずほ証券

親会社株主純利益

純営業収益の状況

リテール関連実績

主要リーグテーブル

（億円）

（億円）

みずほ証券連結

みずほ証券連結

*1

*1: 親会社株主に帰属する四半期純利益

資産導入額 株式投信販売額

（億円） （億円）

概数 概数

2017/4/1-2017/12/31

*7:  引受金額ベース、条件決定日ベース 普通社債、投資法人債、財投機関債、地方債（主幹事
方式）、サムライ債、優先出資証券を含み、自社債を除く 出所：アイ・エヌ情報センターの
データを基に作成

*5: 件数ベース、日本企業関連、不動産案件除く 出所：トムソン・ロイターのデータを基に作成

*6: 引受金額ベース、条件決定日ベース 新規公開株式、既公開株式、転換社債型新株予約権
付社債の合算（REIT含む） 出所：トムソン・ロイターのデータを基に作成

*8:  取引金額ベース、払込日ベース 出所：トムソン・ロイターのデータを基に作成

*2

*2: 国内営業（私募投信を含み、分配再投資額を除く）

*5

*6

*7

*8

*4

（ご参考）

*3: みずほ証券連結（2016年度第3四半期）から新光投信（同中間期）を単純控除し、米国みずほ証券
（2016年2Q・3Q）を単純合算

*4: みずほ証券連結（2017年度第3四半期）と米国みずほ証券（同）を単純合算

*3

（ご参考）

*9

*9: 投資適格以上の米州企業が発行する発行額2.5億米ドル以上の債券引受金額ベース
出所：Dealogicのデータを基に作成
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本資料には、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の作成時点にお
いて入手可能な情報並びに事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに影響を与える不確実な要因に係る本資料の作成時点におけ
る仮定（本資料記載の前提条件を含む。）を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異
なる可能性があります。

また、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実性
等が含まれております。これらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の
変動、保有資産の市場流動性低下、退職給付債務等の変動、繰延税金資産の減少、ヘッジ目的等の金融取引に係る財務上の影響、
自己資本比率の低下、格付の引き下げ、風説・風評の発生、法令違反、事務・システムリスク、日本及び海外における経済状況の悪
化、規制環境の変化その他様々な要因が挙げられます。これらの要因により、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するもので
はありません。

当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、決算短信、有価証券報
告書、統合報告書（ディスクロージャー誌）等の本邦開示書類や当社が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F年次報告書等の
米国開示書類等、当社が公表いたしました各種資料のうち 新のものをご参照ください。

当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程等により義務付けられている場合を除き、新たな情報や事象の発生その他理
由の如何を問わず、事業戦略及び数値目標等の将来の見通しを常に更新又は改定する訳ではなく、またその責任も有しません。
本資料は、米国又は日本国内外を問わず、いかなる証券についての取得申込みの勧誘又は販売の申込みではありません。
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